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東京都の河川における洪水対策 
 

小木曽正隆（東京都 建設局 河川部 計画課） 

 
１．はじめに 

東京都では、水害や土砂災害等の危険から都民の

命と暮らしを守るとともに、潤いのある水辺の形成、

生態系の保全・再生及び河川利用などを推進し、良

好な河川環境と都市環境を創出することを目的とし

て、河川法に基づく一級河川90河川630km、同二級

河川15河川95kmなどで河川事業を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 東京の河川と水系 

 

1.1 東京都の地勢と河川 

東京都の地勢は東西に長くひらけており、秩父山

塊の一部を作っている西部山地、山地周縁部の丘陵

地、武蔵野台地と呼ばれる中央部の台地および東京

湾に接する東部の低地帯より構成されている。この

ような地形から、東京の河川は概ね西側に源を発し

て東に流れ、東京湾へ流下している。また、太平洋

上には、伊豆諸島や小笠原諸島が点在している。 

東京の河川は地勢によって性格が異なるため、地

域の特性に応じた事業を実施している。 

 

1.2 東京都の河川事業の概要 

区部の台地や多摩部の中小河川では、洪水による

水害を防止するために、中小河川整備事業として河

道の拡幅や調節池、分水路の整備を行っている。 

東部低地帯の河川では、高潮や地震による水害を

防止するため、高潮防御施設整備事業、江東内部河

川整備事業、スーパー堤防整備事業、耐震・耐水対

策事業により、防潮堤や護岸、水門等の整備や耐震

補強を行っている。多摩部の山地や島しょでは、豪

雨や火山噴火などによる土砂災害を防止するための

砂防事業、地すべり対策事業、急傾斜地崩壊対策事

業や、高潮・波浪等による海岸の浸食を防止するた

めの海岸保全施設整備事業を行っている。 

 

本講義では、近年多発する局地的な集中豪雨など

に対応するための中小河川整備事業を中心に、東京

都における洪水対策を説明する。 

 
２．過去の浸水被害 

東京都においても過去に多くの浸水被害を受けて

いる。昭和 34年に発生した狩野川台風では総雨量

411ミリ、時間最大降雨76ミリを記録し、山間部を

除く多くの河川流域で浸水被害が発生した。都内全

域の浸水棟数では、明治以降で最大数の被害を記録

している。この台風は、東京都における中小河川整

備が本格的に実施する契機の水害となっている。そ

の後も中小河川の整備は行われているにかかわらず、

台風や集中豪雨による浸水被害は度々発生している。

近年では、時間当たり100ミリを超えるような局地

的な集中豪雨も発生するようになり、その被害が顕

著になっている。一例として、平成17年9月に発生

した集中豪雨では、杉並区で設置した雨量計で、総

雨量 263ミリ、時間最大降雨 112ミリを記録し、8

河川で溢水、5,827棟の浸水被害を記録している。 

 

 

 

 

 

 

図-2 狩野川台風の降雨状況 

 

 

 

 

 

 

 

図-3 平成17年9月集中豪雨の降雨状況 
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表-1 主要な水害記録 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．これまでの浸水対策の取組 

3.1 河道（護岸）整備 

河川の洪水対策の基本として、時間あたり50ミ

リ（年超過確率1/3）の降雨に対応するために、河

道の拡幅などにより洪水流下能力を向上させるた

めの護岸整備を昭和40年代から順次整備を行って

いる。整備にあたっては河川沿いの用地を取得しな

ければならないため、多くの河川で、都市計画法に

基づく都市計画決定を行い、事業認可を受けてから

用地買収、工事を実施している。また、河川工事に

合わせて洪水流下断面を確保するための橋梁の架

け替えも、橋梁管理者と調整を図りながら実施して

いる。近年では、都内全体での整備延長は年間 1

㎞程度の進捗となっている。 

平成29年度末で、整備対象となっている46河川、

324kmに対する進捗状況を示す指標の護岸整備率

は67％である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真-1河川工事の状況（妙正寺川：中野区） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-4 中小河川の整備状況 

 

3.2 調節池・分水路の整備 

河道の整備には、用地買収や橋梁の架替なども含

めて多大な時間を要することから、河川沿いに一定

の用地が確保できる見込みのある個所では、洪水を

一旦貯め込む調節池の整備を進めており、平成 29

年度末時点で目黒川船入場調節池など 12河川の 28

箇所において、約260万㎥の洪水を貯留することが

可能になっている。 

また、河川沿いの用地の取得が困難な個所におい

ては、道路下に洪水を流すバイパスの役割を果たす

トンネル構造の分水路を整備することで水害の軽減

に努めてきた。分水路はこれまでに、石神井川の飛

鳥山分水路など 5河川の 8か所で整備が完了してい
る。 
これら調節池や分水路と河道整備の効果を示す指

標である治水安全度達成率は、平成29年度末で80％

となっている。 

 
 
 
 
 
 

図-5・6 妙正寺川第一・第二調節池（左）と 

神田川お茶の水分水路（右）の概念図 
 
 
3.3 整備効果 

 平成29年の台風21号は、総雨量345ミリ、時間

最大53ミリを記録した。この台風による河川の溢水

はなく、暫定値ではあるが44棟の浸水被害であった。 

過去に発生した同規模の台風で比較すると昭和
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41年台風4号（総雨量303ミリ、時間最大33ミリ）

では、12河川で溢水、浸水家屋41,953棟であった。 

これは、都が進めてきた河川施設のストック効果

により浸水被害が減少しているものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 過去の台風と水害の比較 

 

ストック効果とは、整備された社会資本が機能する 

ことで、整備直後から継続的かつ中長期にわたって 

得られる効果 

 

４．新たな整備水準の設定 

時間 50ミリの降雨に対応可能な河道や調節地等

の整備により、浸水被害自体は大きく減少している

が、一方で近年時間50ミリを超える台風や局地的集

中豪雨による浸水被害は増加している。そこで近年

の降雨状況の変化への対応が急務であるとして、学

識委員と行政委員で構成する委員会を設置し、平成

24年 11月に「中小河川における都の整備方針～今

後の治水対策～」および「東京都の中小河川におけ

る今後の整備のあり方について最終報告」を取りま

とめたので、その概要を示す。 

 

4.1 地域の降雨特性を踏まえた対応 

これまで目標整備水準は、大手町観測所（平成 26
年 12 月に北の丸公園へ移設）の降雨データに基づ
き都内一律に設定してきたが、区部と多摩部の降雨

特性の違いを踏まえ、今後は区部流域は「大手町」、

多摩部流域は「八王子」などのデータに基づき設定

する。 
 
 
 
 
 
 

図-8 対象雨量観測所の位置 

4.2 目標とすべき整備水準 
 これまでの時間50ミリ降雨への対応から、区部で

は時間75ミリ降雨、多摩部では時間65ミリ（何れ

も年超過確率1/20）に引き上げる。 

これにより、既往最大の浸水被害をもたらした狩

野川台風規模の豪雨による河川からの溢水を防止す

る。 
 
4.3 整備手法の基本的な考え方 
 時間50ミリまでの降雨は河道で対応し、これを超

える部分の対策は、道路下や公園等に設置でき、事

業効果も速やかに発現できることから、調節池によ

る対応を基本とする。また、透水性舗装や浸透ます

などの流域対策による河川への雨水流出抑制効果を

考慮する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
図-9 調節池の洪水カット   図-10 ハイドログラフ 

   （イメージ）         （イメージ） 
 
4.4 整備の進め方 
 過去の豪雨による浸水頻度や浸水した際の深刻度

など優先度を考慮して整備水準を引き上げる。また、

局地的かつ短時間の集中豪雨に対しては、複数流域

の調節地の連結により、貯留機能の相互融通を可能

とする広域調節地を積極的に活用する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-11 広域調節池や調節池重点配置のイメージ 
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4.5 整備の進捗状況 
既に工事に着手している環状七号線地下広域調節

池を始め、石神井川城北中央公園調節池、境川金森

調節池、谷沢川分水路など6施設の工事を今年度中

に着手し、平成37年度末までにこれらの調節地が稼

働することで、都内全域で現在の約1.3倍となる370

万㎥に洪水の貯留量を引き上げる。 

 
 
 
 
 
 

図-12・13 城北中央公園調節池（左）と 

境川金森調節地（右）の整備イメージ 

 
５．都における水防体制等 

浸水被害のすべてを河川施設の整備のみで対応す

ることは困難であるため、東京都は水防法に基づく

「東京都水防計画」により、洪水や高潮等による水

害を防御し、被害を軽減することを目的として水防

活動を実施している。 

 

5.1 水防体制 

都内の水防組織は、東京都、水防管理団体（区市

町村）、国土交通省、気象庁、警視庁、東京消防庁な

ど関係機関で構成する。気象状況等により洪水、高

潮等の恐れがあるときには連絡態勢、警戒配備態勢、

第一～四次非常配備態勢を直ちにとる。警戒配備態

勢となった時に建設局に東京都水防本部を設置する。

東京都建設局では、連絡態勢時に約60名、警戒配備

態勢で約200名の人員が水防活動に従事することに

なる。 

 
5.2 雨量・水位等の観測・監視 

東京都水防災総合情報システムにより都内に設置

した雨量計（140箇所）、水位計（169箇所）から雨

量、河川水位や潮位等の観測情報をリアルタイムで

自動収集、データ加工して地図上や表形式で表示す

るほか、河川の映像データを表示・録画している。

さらに水門の開閉状況、排水機場の稼働状況も把握

することができる。このうち、雨量と水位、河川監

視映像等の情報は、ホームページで確認することが

できる。 

また、「東京都水防Twitter」により、防災気象情

報（「大雨」「高潮」「洪水」「津波」に関する警報）、

洪水予報等の氾濫危険情報や、土砂災害警戒情報等

を発信し、都民に水防に関する情報を迅速に周知し、

注意喚起を図っている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図-14 雨量計・水位計の設置状況 

 
６．おわりに 

今回は東京都における洪水対策として河川施設整

備を中心に取組などを示してきたが、先般発生した

平成30年7月豪雨の被害状況を見て分かるように、

ハードのみではなく、迅速な避難活動に資する水

位・雨量情報の提供や、ハザードマップの周知等の

ソフト対策も極めて重要である。今後はこれらの対

策を進めることで、水害に強い都市・東京の実現を

目指していきたい。 

 

 


